
マンション建替え等円滑化フロー図

《相談先》 
・沖縄県建築設計サポートセンター 

・耐震支援ポータルサイト 

・特定行政庁 

修繕・改修 

耐震性 有 耐震性 無 

マ
ン
シ
ョ
ン

 

建
替
法

 

ルート ①  

建 替 耐震改修 敷地売却 建 替 

区
分
所
有
法

 

任
意
建
替

 

マ
ン
シ
ョ
ン

 

建
替
法

 

区
分
所
有
法

 

任
意
建
替

 

マ
ン
シ
ョ
ン

 

建
替
法

 

※耐震改修に係る認定 

第17条、第25条  

（特定行政庁）                       

ルート ②  ルート ①  ルート ②  ルート ③  

管理組合等からの相談 

《相談先》 
・（公財）マンション管理センター（管理全般） 

・NPO法人 沖縄県マンション管理組合連合会 

・（一社）沖縄県マンション管理士会 

・（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター（住まいるダイヤル） 

・マンション再生協議会・・・・・etc 

改修・建替 耐震診断 敷地売却 マンション管理 

耐震診断 

耐
震
改
修
の
促
進

 

に
関
す
る
法
律

 

 

耐震診断を行わず、

耐震改修・建替え

を行うルート 

敷地売却 

（耐震性無しが条件） 

現 

状 

維 

持 



　　　　　■区分所有者及び議決権の各４／５以上の多数で決議します

　　　　　■再建建物の設計、費用の概算額、費用の分担、再建建物の区分所有者の帰属を決議します

　　　　　　　■決議合意者の３／４以上の同意で認可申請します

　　　　　　　■デベロッパーも組合に参加（参加組合員）

　　　　　■反対区分所有者から、賛成区分所有者が

　　　　　　時価で買取ります

　　　　　※以下、建替え実施の一例

　　　　　■個々の区分所有権を任意の売買契約で事

　　　　　　業者（デベロッパー）に売却します

　　　　　⇒事業者が建替えを実施後、区分所有者が 　　　　　　　■議決権及び共用部分持分割合の各４／５以上

　　　　　　事業者から新築マンションの区分所有権を 　　　　　　　　で決定します

　　　　　　取得します（従前区分所有権と時価でない 　　　　　　　■公正な審査委員の過半数の同意

　　　　　　場合、区分所有者による費用負担がありま　　　　　　　■従前マンションの区分所有権、担保権、借家権

　　　　　　す） 　　　　　　　　は原則として再建マンションに移行します

　　　　　　　■申出による転出者は期日までに補償金を取得し

　　　　　■行政認可等は不要です 　　　　　　　　ます

　　　　　　　■期日において権利が一斉に変動します

　　　　　　　■反対区分所有者から、組合が時価で買取ります

※認可権者：都道府県知事又は市長

建替え決議【区分所有法第62条】 

ルート ①  

【区分所有法の建替え】昭和37年成立、38年施行 

ルート ②  

【マンション建替法の建替え】平成14年成立・施行 

反対区分所有者への売渡し請求 
【区分所有法第63条】             

区分所有権の売却     

建替事業        

マンション建替組合の設立認可※ 
【マン建法第9条】 

反対区分所有者への売渡し請求 
【マン建法第15条】 

権利変換計画の決定・行政認可※ 
【マン建法第55条～】 

組合がマンションの権利を取得 
【マン建法第71条】 

組合による建替事業 
【マン建法第97条～】 

準備・検討・計画 

 老朽化したマンションの建替えの円滑化を図るた

め成立したマンション建替法では、行政の認可手続

き等により、事業実施の公平性・確実性を高めてい

ます。 

 マンションを含む区分所有建築物に係る基本的な

制度として成立され、これまでに２度の改正により、

共用部分の変更や建替えの要件が緩和されてい

ます。 

■両事業において、同じ敷地にマンションを建て、以前の区分所有者が再入居することが前提となっています。 



■専門家を活用し管理組合内で話し合い、修繕・改修

　か建替か売却かの比較検討を行ないます

■管理者の申請で、耐震診断の結果により特定行

　政庁が認定します

■買受人（デベロッパー等）がマンションの買受・除却

　代替建築物の提供・あっせんの計画を申請します

■売却の相手方、売却代金、分配金の算定方法を集

　会で決議します【４／５以上の多数により決議】

■売却組合が反対区分所有者の権利を時価で買取

　ります

■区分所有者・借家人は分配金・補償金を取得し、

　マンションを明け渡します

（担保権付きの区分所有権に係る分配金は供託）

■権利消滅期日に個別の権利が組合に集約され、

　担保権・借家権は消滅します

・区分所有者は、再建マンション等への再入居、他

　の住宅への住替えなどを選択します

　　　※認定・認可権者：都道府県知事又は市長　

■事業主体となる売却組合を設立します

ルート ③  

準備・検討・計画 

【マンション敷地売却制度の流れ】平成26年6月25日公布、12月24日施行 

除却の必要性に係る認定（耐震性不足の認定）             

マンション敷地売却決議             

買受計画の認定※             

マンション敷地売却組合の設立認可※             

反対区分所有者への売渡し請求             

分配金取得計画の決定・認可※             

組合がマンションと敷地の権利を取得             

買受人がマンションを除却             

（買受人にマンションと敷地を売却）             

買受人が再建マンション等を建設             

再建マンション等

に再入居             

他の住宅に 

引っ越し             

 南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の巨大地震の発生のおそれがある中、生命・身体の保護の観点から、耐

震性不足の老朽化マンションの建替え等が喫緊の課題となっていることから、当該制度が創設されました。 

 従来、敷地一括売却について全員合意が必要とされていましたが、今改正においてマンション敷地売却決議によ

り４／５以上の多数で決議可能となった他、容積率の緩和特例が創設されました。 

更 地             

※当制度は、買受け人に耐震性不足のマン

ションの除却までを義務付けており、除却後の

土地利用については、特段の規定は設けられ

ていません。 

一般的な流れ             
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■建替組合の設立から売渡し請求までのフロー 

関係権利者等 建替組合等 市町村長 都道府県知事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

または 

審査 

意見書の審査※１

組合設立の認可 

（円法 9、12） 

権利変換手続開

始の登記 

（円法 55-1） 

不参加者への売

渡し請求 

（円法 15-1） 

権利変換を希望

しない旨の申出

等（30 日以内）

（円法 56-1） 建築工事中縦覧

（円法 14-3）

１
年
以
内
（
円
法1

5
-
2

）

※１：行政不服審査法中処分についての異議申立ての審理に関する規定を準用。 

※２：「 初の理事および監事を選挙し、または選任するための総会」を、一般的に「設立総会」と呼んでいる。 

経由 

（円法 25-1） 

公告 

（円法 25-2） 

事業計画の修正

指示 

（円法 11-3） 

事業計画の縦覧

（2週間） 

（円法 11-1）

事業計画に対す

る意見書の提出 

（円法 11-2） 

事業計画の縦覧

公告 

（円法 11-1） 

事業計画の縦覧

指示 

（円法 11-1）

組合設立の認可

申請 

（円法 9-1） 

建替え合意者の

同意（3/4） 

（円法 9-2） 

定款および事業

計画の定め 

（円法 9-1） 

事業計画の修正

（円法 11-5） 

採択しない旨の

通知 

（円法 11-3）

図書の送付 

（円法 14-2） 

公告 

（円法 14-1） 

組合の成立と 

組合員名簿作成

（円法 13、18）

設立総会※２の 

招集（30 日以内）

（円法 28-5） 

理事長の届出 

（円法 25-1） 

建替え決議 

（区法 62） 

２
ヶ
月
以
内
（
円
法1

5
-
1

）

経由 

（円法 9-5） 

「マンション建替え実務マニュアル」
　　　　　国土交通省　抜粋 

ルート②
マンション建替事業フロー図（県）

（1/3）
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関係権利者 建替組合 市町村長 都道府県知事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

審査委員の過半

数の同意 

（円法 67） 

組合員を除く関

係権利者の同意

（円法 57-2） 
権利変換計画の

認可 

（円法 57-1）

権利変換計画の

認可申請 

（円法 57-1） 

権利変換の登記

（円法 74） 

補償金の支払 

（円法 75） 

２
ヶ
月
以
内

権利変換計画の

原案作成 

（円法 57-1）

公 告 

（円法 68-1） 

権利変換計画非

賛成者への売渡

し請求 

（円法 64-1） 

権利変換計画非

賛成者の買取り

請求 

（建替法 64-3）

通知 

公 告 

（円法 14-1） 

図書の送付 

（円法 14-2） 

組合の成立 

（円法 13） 

設立総会の招集 

（30 日以内） 

（円法 28-5）

権利変換手続開

始の登記 

（円法 55-1）

不参加者への売

渡し請求 

（円法 15-1） 

権利変換を希望

しない旨の申出

等（30 日以内） 

（円法 56-1） 

縦  覧 

（建築工事中）

（円法 14-3） 

※1：組合設立発起人に対して（円法 56-4） ※2：組合に対して（円法 56-1） 

※3：関係権利者は不服申立て（都道府県知事に審査請求）することができる（円法 68-2、126-2） 

※1 

※2 

※3 

■権利変換手続開始の登記から権利変換の登記までのフロー 

権利変換計画の

議決（総会） 

（円法 27） 

（権利変換期日）

（2/3）

マンション建替事業フロー図（県）
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関係権利者 建替組合 市町村長 都道府県知事 

 

 

 

 

 

 

 

施行マンション

等の明渡し通知

（円法 80-1） 

除却・解体 

および 

建築工事実施

通知 
建築工事 

完了公告 

（円法 81）

施行再建マンシ

ョンの登記 

（円法 82-1） 

借家条件の裁定

（円法 83-2） 

施行再建マンシ

ョンの区分所有

権の価額等確定

（円法 84） 

清 算 

（円法 85） 
清算金 

権利変換の登記

（円法 74） 

占有者に通知 

（３１日目以降

明け渡し） 

裁定 

通知 

解散認可申請 

（円法 38-5） 

解散認可 

（円法 38-4） 

経由 

（円法 38-5） 

公告 

（円法 38-6） 

■明渡しから工事完了までのフロー （3/3）

マンション建替事業フロー図（県）



 

　 

■建替組合の設立から売渡し請求までのフロー 

関係権利者等 建替組合等              　　　 　　市長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

または 

審査 

意見書の審査※１

組合設立の認可 

（円法 9、12） 

権利変換手続開

始の登記 

（円法 55-1） 

不参加者への売

渡し請求 

（円法 15-1） 

権利変換を希望

しない旨の申出

等（30 日以内）

（円法 56-1） 

１
年
以
内
（
円
法1

5
-
2

）

※１：行政不服審査法中処分についての異議申立ての審理に関する規定を準用。 

※２：「 初の理事および監事を選挙し、または選任するための総会」を、一般的に「設立総会」と呼んでいる。 

公告 

（円法 25-2） 

事業計画の修正

指示 

（円法 11-3） 

事業計画の縦覧

（2週間） 

（円法 11-1）

事業計画に対す

る意見書の提出 

（円法 11-2） 

事業計画の縦覧

公告 

（円法 11-1）

組合設立の認可

申請 

（円法 9-1） 

建替え合意者の

同意（3/4） 

（円法 9-2） 

定款および事業

計画の定め 

（円法 9-1） 

事業計画の修正

（円法 11-5） 

採択しない旨の

通知 

（円法 11-3）

建築工事中縦覧 

（円法 14-3） 

公告 

（円法 14-1） 

組合の成立と 

組合員名簿作成

（円法 13、18）

設立総会※２の 

招集（30 日以内）

（円法 28-5） 

理事長の届出 

（円法 25-1） 

建替え決議 

（区法 62） 

２
ヶ
月
以
内
（
円
法1

5
-
1

）

マンション建替事業フロー図

1 / 3

那覇市提供

ルート②（市）

Administrator
線

Administrator
線

Administrator
線



 

　 

関係権利者 建替組合 　　　　　　　　　　　　　市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

審査委員の過半

数の同意 

（円法 67） 

組合員を除く関

係権利者の同意

（円法 57-2） 権利変換計画の

認可 

（円法 57-1）

権利変換計画の

認可申請 

（円法 57-1） 

権利変換の登記

（円法 74） 

補償金の支払 

（円法 75） 

２
ヶ
月
以
内

権利変換計画の

原案作成 

（円法 57-1）

公 告 

（円法 68-1） 

権利変換計画非

賛成者への売渡

し請求 

（円法 64-1） 

権利変換計画非

賛成者の買取り

請求 

（建替法 64-3）

通知 

公 告 

（円法 14-1） 

組合の成立 

（円法 13） 

設立総会の招集 

（30 日以内） 

（円法 28-5）

権利変換手続開

始の登記 

（円法 55-1）

不参加者への売

渡し請求 

（円法 15-1） 

権利変換を希望

しない旨の申出

等（30 日以内） 

（円法 56-1） 

縦  覧 

（建築工事中）

（円法 14-3） 

※1：組合設立発起人に対して（円法 56-4） ※2：組合に対して（円法 56-1） 

※3：関係権利者は不服申立て（都道府県知事に審査請求）することができる（円法 68-2、126-2） 

※1 

※2 

※3 

■権利変換手続開始の登記から権利変換の登記までのフロー 

権利変換計画の

議決（総会） 

（円法 27） 

（権利変換期日）

マンション建替事業フロー図

2 / 3

（市）



 

 

 

関係権利者 建替組合 　　　　　　　 　　　　　市長 

 

 

 

 

 

 

 

施行マンション

等の明渡し通知

（円法 80-1） 

除却・解体 

および 

建築工事実施

通知 
建築工事 

完了公告 

（円法 81）

施行再建マンシ

ョンの登記 

（円法 82-1） 

借家条件の裁定

（円法 83-2） 

施行再建マンシ

ョンの区分所有

権の価額等確定

（円法 84） 

清 算 

（円法 85） 
清算金 

権利変換の登記

（円法 74） 

占有者に通知 

（３１日目以降

明け渡し） 

裁定 

通知 

解散認可申請 

（円法 38-5） 

解散認可 

（円法 38-4） 

公告 

（円法 38-6） 

■明渡しから工事完了までのフロー 

マンション建替事業フロー図

3 / 3

（市）

Administrator
線



 

1 

 

  

関係権利者等 
マンション 
敷地売却組合 

買受人 
(デベロッパー等) 

特定行政庁 
都道府県知事 

市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

除却の必要性に係る認定の

申請 
(法 102条 1項) 
省令様式第 11,12 

マンション敷地売却決議集

会の招集通知の発出 
(法 108条 5項) 
参考様式 2-① 

マンション敷地売却決議集

会の招集通知の通知事項に

関する説明会の開催 
(法 108条 7項) 

マンション敷地

売却決議の届出 
(法 112条) 
参考様式１-③ 

 

届出受理 

(参加者)参加を回答しない

者に売渡し請求 ※回答期間

の満了日から 2 ヶ月以内 
(法 108条 10項) 
参考様式 3-③ 

(集会招集者)売却に参加す

るか否かの催告 
(法 108条 10項) 
参考様式 3-① 

(非賛成者)参加するか否か

の回答 ※催告から 2 ヶ月以内 
(法 108条 10項) 
参考様式 3-② 

組合の成立,組合員名簿作成 
(法 122条､125条 3項) 
参考様式 5-⑤ 

組合設立の認可申請 
(法 120条 1項) 
参考様式 4-①～⑥ 

設立認可の公告 
(法 123条 1項) 

組合設立の認可 
(法 121条) 

買受計画の認定

の申請 
(法 109条 1項) 
参考様式 1-①,② 

省令様式第 18 

書式例１ 

除却の必要性に

係る認定 
(法 102条 2項) 
省令様式第 13 

除却の必要性に

係る認定をした

旨の通知 
(法 102条 3項) 
省令様式第 14 

通知受理 

買受計画の認定 
(法 110条) 
省令様式第 19 

設立総会の招集(30 日以内) 
(法 129条) 

マンション敷地売却の手続きフロー 

１
年
以
内(

法12
4

条2

項) 

容積率の緩和特例に関しては、買受計画
の認定の申請と並行して手続を行うこ
とも制度上可能（法 105 条）省令様式第 15～17 

 

組合の管理（法 133、134条等） 
参考様式 5-②～④ 

定款及び資金計画の定め 
(法 120条 1項) 
書式例 2,3 

マンション敷地売却決議  
(法 108条 1項) 
参考様式 2-②～④ 

マンション敷地売却合意者

の同意(4 分の 3 以上) 
(法 120条 2項) 
参考様式 4-② 

「マンション敷地売却関連書式・支援制度集」
　　　　　　　　　　　国土交通省　抜粋

 

 
 

ルート
ルート③
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関係権利者等 
マンション 
敷地売却組合 

買受人 
(デベロッパー等) 

特定行政庁 
都道府県知事 

市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出受理 
理事長の氏名等の届出 
 (法 126条 3項) 
参考様式 5-① 

氏名等の公告 
(法 126条 3項) 不参加者への売渡し請求 

(設立公告から 2 月以内) 
(法 124条) 
参考様式 3-③ 

（不参加者） 

分配金取得手続開始の登記

の申請(→登記所) 
(法 140条 1項) 

分配金取得計画案の作成 
(法 141条 1項) 
省令様式第 21 

審査委員の過半数の同意 
(法 146条) 
参考様式 6-④ 

(敷地利用権が賃借権の場

合)敷地の所有権を有する

者の同意 
(法 141条 2項) 
参考様式 6-③ 

分配金取得計画の認可申請 
(法 141条 1項) 
参考様式 6-①～⑤ 

省令様式第 21 

（関係権利者） 

分配金取得計画の議決(総会) 
(法 128条､129条) 

分配金取得計画

の認可 
(法 144条) 分配金取得計画の許可を 

受けた旨の公告・通知 
 (法 147条 1項) 

権利消滅期日等の通知 

(→登記所) 
(法 148条) 
省令様式第 22 

（同時履行） 

(占有者)明渡し 
(法 155条) 

分配金・補償金の支払 
(法 151、153条) 

権利売却の登記の申請 

(→登記所) 
(法 150条 1項) 

権利消滅期日 

組合の解散の認可申請 
(法 137条 4項) 
参考様式 7-① 

マンション敷地売却 

担保権付き区分所有権の
場合は、支払わずに供託 
（法 152、154 条） 

 
差押え・仮差押えがある
場合の措置（法 152、154 条） 
省令様式第 23～25 

登記以降の区分所有権等
の処分に係る組合の承認 
(法 140条 2項) 
省令様式第 20 

解散認可の公告 
(法 137条 5項) 

組合の解散・清算 
(法 138項) 
参考様式 7-② 

組合解散の認可 
(法 137条 4項) 


